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第5章 事業所等 

 

第1 東京都多摩教育事務所 

 

1 設置・機能 
東京都多摩教育事務所は、多摩地区における東京都教育委員会の総合的現地機関と

して、昭和46年12月１日に設置された。その機能は、多摩地区における学校教育課題を

把握するとともに、東京都教育委員会の教育目標等に基づき、教育庁関係部課等と連携

を密に、管轄区域内の広域的、補完的事務を処理し、さらに市町村間の連絡調整、また、

市町村教育委員会に対する指導・助言及び援助の窓口として、これらの事務を適切に行

い、多摩地区における教育の諸条件の整備を図り、もって同地区における教育の振興に

努めることにある。 

 

2 管轄区域 
東京都の各市及び西多摩郡の区域（26市３町１村） 

 

3 所管事務 
管轄区域内の次の事務 

ア 小・中学校の設置、廃止及び学級編制に関すること。 

イ 小・中学校の教職員の定数、任免その他人事に関すること。 

ウ 教育課程、学習指導、生活指導、進路指導、学校経営及び教育方法について、市

町村教育委員会に対する指導・助言又は援助に関すること。 

エ その他市町村教育委員会との連絡に関すること。 

 

4 事業 
(1) 市町村教育委員会との連携及び市町村立学校への支援 

ア 市町村教育委員会訪問 

多摩地区の市町村教育委員会を訪問し、各市町村教育委員会の施策、学校の教育

課程及び生活指導等の内容に伴う諸課題を把握するとともに、適切な情報提供を

行い、教育の充実・向上に努める。 

イ 所報「たまじむ」の発行 

多摩地区の市町村教育委員会及び小・中学校等に対して、教育行政及び学校経営

に関する資料や実践事例の提供、教育課題の解決に向けた具体策等についてまと

め、配信することにより、教育委員会との連携、協力及び学校教育の改善・充実に

資する。 

ウ 多摩地区指導主事及び学校リーダー研修会 

  多摩地区市町村教育委員会の指導主事及び各学校の教員が、多摩地区における
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小・中学校等の教育に係る課題とその解決策について発表・協議等を通して、学校

教育におけるリーダーしての資質・能力の向上を図る。  

エ 指導訪問・相談訪問 

多摩地区の市町村教育委員会及び小・中学校等からの要請を受け、指導主事等

を派遣し、指導・助言を通して、授業改善及び教員の指導力向上を支援する。 

オ 多摩地区アクティブ・ラーナー研修会 

  多摩地区の教員経験４～10年目程度を対象に、教員の資質・能力の向上を図る。 

カ 多摩地区臨時的任用教員対象研修 

  多摩地区の臨時的任用教員等を対象に、東京都公立学校教員として求められる

資質・能力の向上を図る。 

キ 多摩地区指導主事研修会（１、２年次対象） 

多摩地区市町村教育委員会１、２年次の指導主事を対象に、演習等を通して、学

校に対して適切な指導・助言を行うための資質・能力の向上を図る。 

(ｱ)１年次指導主事のテーマ「教育課程についての指導・助言」 

(ｲ)２年次指導主事のテーマ「学習指導についての指導・助言」 

   ク 多摩地区市町村立学校行政系職員 若手職員育成事業 

多摩地区の市町村立学校に勤務する採用１年目の行政系職員を対象に、業務紹

介動画の配信、職場訪問及び合同連絡会を実施し、学校職員としての自立を目指し

た取組を行っている。 

また、採用２、３年目の職員に対しては、業務改善の事例紹介動画の配信、民間 

企業オフィス見学会（未来型オフィスの視察）及び合同連絡会を実施して課題解決 

  能力の育成を図るとともに、ＴＧＧ見学会及び町村教育長会見学会を実施し、都の 

 主要施策への理解を深め、興味・関心を広げることを目的とした取組を行っている。 

   ケ 任用事務説明会 

      多摩地区市町村教育委員会の任用事務担当者を対象として、教員・臨時的任用

教員・時間講師等の任用事務に関する説明会を開催し、適切な情報提供を通じて、

適正かつ円滑な事務処理を図る。 

      令和５年度は７月と２月に計２回開催し、移動等による各市町村の負担軽減

を図るため、Youtubeでの動画配信形式で実施した。また市町村担当者が業務の

実施にあたっていつでも見返せるよう、配信後も引き続き動画は視聴可能とし

た。 

 

 

(2) 学力向上に関する施策の推進 

【多摩地区教育推進委員会】 

多摩地区の教育の充実、振興を図ることを目的に、多摩地区教育推進委員会を設置

する。同委員会は、研究主題に関する情報提供や提言、実践を踏まえた報告書の発行

や報告会の開催を通じて、多摩地区の市町村教育委員会及び公立小・中学校等にその
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成果の還元を図る。 

ア 研究主題 主体的に学習に取り組む児童の育成 

イ 報告会 令和６年２月13日 たましんＲＩＳＵＲＵホール（立川市市民会館）       

参会・オンライン配信にて開催 

 

(3) 健全育成に関する施策の推進 

【方面別学校警察連絡協議会（多摩地区）】 

「スクールサポーター制度」「学校サポートチーム」を生かした連携、「セーフテ

ィ教室」の連携実施等、具体的な取組事例を基に、学校、教育委員会、警察の３者が

児童・生徒の問題行動の未然防止策や学校に求められる安全対策等に関する協議を

行い、多摩地区の生活指導の充実を図る。 

【公立中学校と家庭裁判所との連絡会】 

家庭裁判所の情報を基に、問題行動の要因を抱える生徒に対する、学校、教育委員

会、家庭裁判所の具体的な行動連携の在り方について協議を行い、多摩地区の生活指

導の充実を図る。 
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第2 東京都教育庁出張所  
 

(1) 設置 

教育庁出張所は、管轄区域内の町村の教育に関する事務の適正な処理を図り、必要

な指導・助言及び支援並びに町村教育委員会の間の連絡調整等を行うため、島しょ地

域の大島、三宅、八丈、小笠原の４か所に設置している。 

 

(2) 管轄区域 

（令和６年４月１日現在）（単位：校） 

出張所名 管轄区域 小学校 中学校 
義務教

育学校 
計 

教育庁大島出張所 
大島町、利島村、新島村、 

神津島村 
6 6 1 13 

教育庁三宅出張所 三宅村、御蔵島村 2 2 -  4 

教育庁八丈出張所 八丈町、青ケ島村 4 4 -  8 

教育庁小笠原出張所 小笠原村 2 2 - 4 

 

(3) 所管事務 

ア 町村教育委員会の連絡調整並びに町村の教育に関する事務の適正な処理を図る

ために必要な指導、助言及び支援に関すること。 

イ 町村立学校の教職員の人事、給与等に関すること。 

ウ 町村立学校の教職員の福利厚生、教職員住宅の維持管理等に関すること。 

エ 社会教育、青少年教育及び視聴覚教育の振興並びに文化財の保護に関すること。 

オ フィルムライブラリーの運営に関すること。 

カ 学校給食及び学校保健に関すること。 
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第3 東京都学校経営支援センター 
 

1 概要 
東京都学校経営支援センターは、都民の都立学校に対する多様な教育ニーズや環境の

変化に柔軟に対応し、より質の高い教育サービスを提供するため、都内３か所（それぞ

れに支所を置く。）に設置されている。 

学校経営支援センターは、学校訪問を通して学校の課題を的確に把握し、各学校の実

態に応じた機動的できめ細かい支援を行っている。 

また、学校経営支援センターは、校長がリーダーシップを発揮して、より自律的な学

校経営を行えるよう、個々の学校の特色化の実態を踏まえつつ、教育活動の実態把握を

十分に行った上で校長の学校経営を組織的にサポートしている。 

さらに、経営企画室が積極的に学校経営に参画し、学校の経営機能が一層強化できる

よう支援を行っている。 

 

2 主な業務 
(1) 都立学校の学校経営計画その他の学校経営の支援に関すること。 

(2) 都立学校の教育課程その他の教育活動の支援に関すること。 

(3) 都立学校の教職員の人事、給与その他の人事管理の支援に関すること。 

(4) 都立学校の予算、決算、会計及び契約の支援に関すること。 

(5) 都立学校の施設及び設備の維持管理の支援に関すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、設置目的を達成するために必要な事業 
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3 管轄都立学校（令和５年４月１日現在） 
(1) 東部学校経営支援センター（84校） 

ア 高等学校     61校 

イ 特別支援学校   20校 

ウ 中等教育学校   １校 

エ 附属中学校    ２校 

 

東部学校経営支援センター管轄校 

一橋高等学校 日比谷高等学校 六本木高等学校 新宿山吹高等学校 小石川中等教育学校 

竹早高等学校 向丘高等学校 工芸高等学校 浅草高等学校 上野高等学校 

忍岡高等学校 白鷗高等学校 
白鷗高等学校
附属中学校 

蔵前工科高等学校 青山高等学校 

広尾高等学校 竹台高等学校 荒川工科高等学校 青井高等学校 足立高等学校 

足立新田高等学校 足立西高等学校 足立東高等学校 江北高等学校 淵江高等学校 

足立工科高等学校 小台橋高等学校 葛飾野高等学校 南葛飾高等学校 葛飾総合高等学校 

農産高等学校 本所工科高等学校 葛飾商業高等学校 文京盲学校 葛飾盲学校 

葛飾ろう学校 花畑学園 水元特別支援学校 足立特別支援学校 葛飾特別支援学校 

水元小合学園  

 

東部学校経営支援センター支所管轄校 

晴海総合高等学校 三田高等学校 芝商業高等学校 日本橋高等学校 墨田川高等学校 

本所高等学校 両国高等学校 
両国高等学校
附属中学校 

城東高等学校 東高等学校 

深川高等学校 科学技術高等学校 墨田工科高等学校 江東商業高等学校 第三商業高等学校 

大江戸高等学校 八潮高等学校 大森高等学校 蒲田高等学校 美原高等学校 

六郷工科高等学校 大田桜台高等学校 つばさ総合高等学校 江戸川高等学校 葛西南高等学校 

小岩高等学校 小松川高等学校 篠崎高等学校 紅葉川高等学校 葛西工科高等学校 

橘高等学校 城南特別支援学校 墨東特別支援学校 矢口特別支援学校 墨田特別支援学校 

江東特別支援学校 港特別支援学校 白鷺特別支援学校 品川特別支援学校 青山特別支援学校 

鹿本学園 城東特別支援学校 臨海青海特別支援学校   
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(2) 中部学校経営支援センター（85校） 

ア 高等学校     64校 （島しょ地区の高等学校７校を含む。） 

イ 特別支援学校   17校 

ウ 中等教育学校   ２校 

エ 附属中学校    ２校 

 

中部学校経営支援センター管轄校 

新宿高等学校 大崎高等学校 小山台高等学校 駒場高等学校 桜修館中等教育学校 

目黒高等学校 国際高等学校 総合芸術高等学校 田園調布高等学校 雪谷高等学校 

桜町高等学校 千歳丘高等学校 深沢高等学校 松原高等学校 芦花高等学校 

園芸高等学校 世田谷総合高等学校 総合工科高等学校 世田谷泉高等学校 第一商業高等学校 

富士高等学校 
富士高等学校
附属中学校 

荻窪高等学校 杉並高等学校 豊多摩高等学校 

西高等学校 杉並総合高等学校 三鷹中等教育学校 神代高等学校 調布北高等学校 

狛江高等学校 大島高等学校 大島海洋国際高等学校 新島高等学校 神津高等学校 

三宅高等学校 八丈高等学校 小笠原高等学校 久我山青光学園 中央ろう学校 

光明学園 青鳥特別支援学校 しいの木特別支援学校 中野特別支援学校 永福学園 

田園調布特別支援学校  

 

中部学校経営支援センター支所管轄校 

戸山高等学校 鷺宮高等学校 武蔵丘高等学校 中野工科高等学校 農芸高等学校 

杉並工科高等学校 豊島高等学校 文京高等学校 千早高等学校 稔ヶ丘高等学校 

飛鳥高等学校 板橋有徳高等学校 王子総合高等学校 桐ヶ丘高等学校 板橋高等学校 

大山高等学校 北園高等学校 高島高等学校 北豊島工科高等学校 井草高等学校 

大泉高等学校 
大泉高等学校附
属中学校 

大泉桜高等学校 石神井高等学校 田柄高等学校 

練馬高等学校 光丘高等学校 練馬工科高等学校 第四商業高等学校 赤羽北桜高等学校 

大塚ろう学校 北特別支援学校 大泉特別支援学校 王子特別支援学校 高島特別支援学校 

石神井特別支援学校 板橋特別支援学校 練馬特別支援学校 志村学園  
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(3) 西部学校経営支援センター（86校） 

ア 高等学校     61校 

イ 特別支援学校   21校 

ウ 中等教育学校   ２校 

エ 附属中学校    １校 

オ 付属小学校    １校 

 

西部学校経営支援センター管轄校 

片倉高等学校 翔陽高等学校 八王子拓真高等学校 八王子北高等学校 八王子東高等学校 

富士森高等学校 松が谷高等学校 南多摩中等教育学校 八王子桑志高等学校 立川国際中等教育学校 

立川国際中等教育学校
附属小学校 

砂川高等学校 立川高等学校 府中高等学校 府中西高等学校 

府中東高等学校 農業高等学校 府中工科高等学校 昭和高等学校 調布南高等学校 

小川高等学校 成瀬高等学校 野津田高等学校 町田高等学校 山崎高等学校 

町田工科高等学校 町田総合高等学校 日野高等学校 日野台高等学校 南平高等学校 

国立高等学校 第五商業高等学校 永山高等学校 若葉総合高等学校 八王子盲学校 

立川学園 町田の丘学園 八王子東特別支援学校 多摩桜の丘学園 府中けやきの森学園 

武 蔵 台 学 園 七生特別支援学校 調布特別支援学校 南 大 沢 学 園 八王子西特別支援学校 

八王子特別支援学校  

  

西部学校経営支援センター支所管轄校 

武蔵高等学校 
武蔵高等学校
附属中学校 

武蔵野北高等学校 多摩高等学校 青梅総合高等学校

拝島高等学校 小金井北高等学校 小金井工科高等学校 多摩科学技術高等学校 小平高等学校 

小平西高等学校 小平南高等学校 東村山高等学校 東村山西高等学校 国分寺高等学校 

福生高等学校 多摩工科高等学校 東大和高等学校 東大和南高等学校 清瀬高等学校 

東久留米総合高等学校 久留米西高等学校 上水高等学校 武蔵村山高等学校 羽村高等学校 

秋留台高等学校 五日市高等学校 田無高等学校 保谷高等学校 田無工科高等学校 

瑞穂農芸高等学校 小平特別支援学校 村山特別支援学校 あきる野学園 青峰学園 

羽村特別支援学校 小金井特別支援学校 清瀬特別支援学校 田無特別支援学校 東久留米特別支援学校 
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4 事業内容 

(1) 管理課 

ア 確定払旅費の計算及びデータ入力等・諸手当の認定等 

イ 契約事務 

ウ 学校施設の修繕及び小規模改修 

エ 学校設備の保守点検 

 

(2) 経営支援室 

ア 学校経営支援業務 

(ｱ) 学校経営の状況把握と相談業務 

(ｲ) 学校経営診断の実施 

(ｳ) 予算編成・執行、施設整備支援 

(ｴ) 危機管理対応支援 

(ｵ) 校長連絡会の開催 

(ｶ) 学校ＰＲ等の支援 

 

イ 教育活動支援業務 

(ｱ) 教育課程の管理・適正化 

(ｲ) 教育課程編成・実施の支援 

(ｳ) 授業改善の支援 

(ｴ) 生活指導等への支援 

(ｵ) 教育課題への対応支援 

(ｶ) 学科・コース改善等の支援 

(ｷ) 地域・関係機関等外部との連絡調整 

 

ウ 人事管理支援業務 

(ｱ) 教職員の人材情報の収集・提供 

(ｲ) 校長の人事構想を踏まえた教職員の人事異動 

(ｳ) 適切な人事考課の実施 

(ｴ) 管理職候補者の発掘・育成 

(ｵ) 教員の資質能力の向上 
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5 主な学校支援の実績 
(単位：件) 

№ 所管 業務内容 内訳 Ｒ４ 実績 

1 管理課管理担当 手当等業務 

手当等認定 
（通勤・扶養・児童・ 

住居手当、講師第二種 

基礎報酬） 

28,713 

旅費審査 349,156 

初任給決定 511 

2 管理課検収担当 検収業務 検収 160 

3 
管理課 

経理第一担当 

契約業務 

（主に委託契約・

役務契約） 

学校からの契約請求 4,046 

契約 1,370 

4 
管理課 

経理第二担当 

契約業務 

（主に物品契約・

賃借契約） 

学校からの契約請求 119,121 

契約 2,748 

5 管理課施設担当 施設業務 

起工業務 12 

修繕 4,956 

保守点検 1,941 

6 経営支援室 学校支援業務 

学校訪問 3,680 

事故対応業務 623 

人事関係業務 
（講師任用、休職、 

兼業・兼職処理） 
10,938 
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第4 東京都教職員研修センター 

 

1 事業方針 

東京都教職員研修センターは、東京都における教育の充実及び振興を図るため、研修・

研究を一元化し、効率的で充実した研修を実施するとともに、研究機能の充実を図ること

を目的として、次の事業を行う。 

ア 公立学校の教職員の研修に関すること。 

イ 東京都教育委員会の任命に係る職員（教職員を除く。）の研修に関すること。 

ウ 教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関すること。 

エ 教育に関する資料の収集及び活用並びに教職員に対する研究相談に関すること。 

オ このほか、目的を達成するために必要な事業 

 

2 教員研修事業 
東京都教職員研修センターは、東京都教育ビジョン（第５次）や東京都教育施策大綱に

示された教員の資質・能力の向上等を図るため、職層や経験に応じた研修、教員の専門性

を高める研修・研究を実施している。 

 

(1) 研修の種類 

経験や

職層に

応じた

研修 

職
層
研
修 

学校の管理職に求められる学校マネジメント能力を育成する研

修や、組織人としての意識を啓発し、組織貢献力や外部折衝力を身

に付け、組織的課題解決ができる人材を育成する研修 

年
次
研
修 

教員として必要な能力を育成するため、若手教員に対して幅広い

知見、使命感や実践的指導力を育成する研修 

教職経験に応じて、児童・生徒等に対する指導技術や組織的に課

題を解決する能力を育成する研修 

教員の

専門性

を高め

る研修 

養
成
研
修 

教科等・教育課題、行政課題、授業力向上等の学校の実情に応じ

た課題解決能力と、高い専門性を有するリーダーを育成する研修 

教職大学院、東京教師道場、東京都教員研究生等の修了者が、研

修の成果を生かし学校や各地域の研修・研究を充実させることを推

進する研修 
教
科
等
・
教
育
課
題
研
修 

教員の授業力や生活指導力等の向上を図るため、教員一人一人の

能力・ニーズに応じた研修や、学習指導要領の内容や理念を実現す

るための教育実践に役立つ実効性のある研修 

社会の変化や学校の実情に対応した教育課題の解決を図るため

の研究を充実するとともに、その成果を活用した研修 
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(2) 研修の体系 
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(3) 令和５年度教員研修実施状況 

        令和６年３月３１日現在  

研  修  等 
５年度受講者数

（人） 

職層研修   

  

教育管理職等研修 3,388 

主幹教諭・指導教諭・主任教諭研修 4,034 

指導改善研修 2 

東京都若手教員育成研修   

  

1 年次(初任者)研修  3,473  

2 年次・3 年次研修  5,426 

新規採用者研修  172 

中堅教諭等資質向上研修 2,952 

専門研修等    

専門研修  

 

教科等に関する研修 2,174 

教育課題に関する研修 5,700 

  

 

小計 7,874 

一人一台端末・デジタル機器 1,851 

学校教育相談研修 54 

東京教師道場  

  
部員 779 

リーダー 187 

教職大学院派遣研修 30 

特別支援教育コーディネーター研修 1,760 
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(4) 東京教師道場 

ア 目的 東京都公立学校の児童・生徒の学力向上を図るため、２年間にわたる授業

研究等を通して、教員の授業力を一層高めるとともに、他の教員を指導する

資質・能力を育成する。 

イ 対象 東京都公立学校教員 

ウ 実施体制 

(ｱ) 部員（800人） 

部員は指導者・リーダーから継続的に指導・助言を受ける。 

＜資格＞次の条件を全て満たす者 

① 教職経験年数が4年から10年程度の教員 

② 教科等の指導において高い専門性を身に付けたい教員 

③ 校長が指導的役割を担えるよう育成したい教員 

(ｲ) リーダー（200人） 

リーダーは指導者の指導の下、部員の授業力向上に向けた指導・助言を行うと

ともに自らの資質・能力の向上を図る。 

＜資格＞次の条件のいずれかに当てはまる者 

① 東京都におけるリーダー養成研修を修了した教員 

② 東京都教育研究員、東京都研究開発委員会委員、東京都多摩地区教育推進

委員会委員等を修了した教員 

③ 校内等で若手教員育成の実績のある主任教諭、主幹教諭、指導教諭 

④ 教科等の指導において専門性が高い主任教諭、主幹教諭、指導教諭 

※ 部員・リーダーは、校長及び区市町村教育委員会（都立学校は校長）から推薦

された教員及び東京都教育委員会が適格であると認めた教員の中から東京都教

育委員会が決定する。 

エ 指導者 

指導主事、学習指導専門員等を充て、東京教師道場の企画・運営を行い、リーダ

ー及び部員に対して指導・助言を行う。 

オ 教科等 

国語、社会、地理歴史、公民、算数、数学、理科、生活、体育、保健体育、音楽、

図画工作、美術、芸術、外国語活動、外国語、家庭、技術･家庭、情報、工業・商

業・農業等、道徳、総合的な学習の時間、総合的な探究の時間、特別活動、人間と

社会、特別支援教育（視覚障害、聴覚障害（言語障害を含む。）、肢体不自由、知

的障害、情緒障害、病弱）  
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3 ＯＪＴや自己啓発及び研究への支援 
東京都教職員研修センターでは、人材育成の三つの手段（通所研修《０ｆｆ－ＪＴ》・

ＯＪＴ・自己啓発）の関連を図った研修運営を推進しており、優れた教育実践や多様な

教育情報の提供や、学校のニーズに対応した都教委訪問の実施により、校内研修などの

ＯＪＴ、教員の自己啓発や研究などの様々な支援を行っている。 

 

(1) 教育資料閲覧室・教科書センター 

ア 目的 

図書（教科用図書含む）、雑誌、研究報

告書など、教育に関する資料を収集・整理

するとともに、図書管理システムによるデ

ータベースを作成し、検索・閲覧・提供が

できるようにする。 

イ 対象 

東京都公立学校教職員を中心とした教育に関する研究を目的とする者、その他

センター所長が利用を認めた者 

ウ 図書等の収集・整理 

令和５年３月31日現在の図書等の収蔵数は表のとおりであり、教育関係の雑誌

については、主要なものを合本して利用の便を図っている。 

 

(2) 都教委訪問 

ア 目的 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、指導主事が、都立学校や区

市町村教育員会からの指導、助言又は援助の依頼に応じ、教育に関する事務（教育

課程、学習指導、生徒指導、職業指導、教科書その他の教材の取扱い、研究集会及

び講習会の処理、学校運営など）の適正な処理を図るため学校訪問を行う。 

イ 対象 

都内公立学校 

ウ 内容 

(ｱ) 各教科等に関する授業改善及び授業力向上 

(ｲ) 幼児・児童・生徒理解に焦点を当てた指導 

(ｳ) 学校等の研修・研究への支援 

(ｴ) 東京都教育委員会の教育施策等の普及・推進  等 

 

  

（令和5年3月31日現在） 

区 分 収蔵（収録）総数 

図 書 約 44,700 冊 

雑 誌 約 100種類 

研究報告書等 約 51,500 冊 

 



256 

 

(3)  東京都教育委員会研究推進団体支援事業 

ア 目的 

東京都教育委員会の教育目標を踏まえ、教員の教科等の専門性を育成に資する 

研究活動を行う東京都教育委員会研究推進団体に対し、研究活動の促進、研究 

活動の支援及び研究成果の普及を図る。 

イ 対象 

東京都教育委員会が認定した東京都教育委員会研究推進団体（令和５年度143団

体） 

ウ 内容 

(ｱ) 東京都教育委員会研究推進団体が企画する研究会等に指導主事等を派遣す 

る。 

(ｲ) 東京都教育委員会研究推進団体の研究活動の促進のため、研修センターの研

修室を貸出す。 

(ｳ) 東京都教育委員会研究推進団体が主体的に実施する研修の研究会を活性化す

るため、研修センターのWEBページに研究推進団体の運営するWEBページURLや研

究会の関係通知等を掲載し、紹介する。 

 

(4) 教員研修のための講師認定事業 

ア 目的 

教育課題及び教科等の指導に高い専門的知識・技能を有する教職員を教員研修

のための講師として認定し、校内研修等を支援・活性化するとともに、東京都公立

学校の教員のモラル及び資質・能力の向上を図る。 

イ 対象 

都内公立学校の全教職員 

ウ 内容 

(ｱ) 認定 

研修及び研究の分野で顕著な実績を有し、教員研修のための講師としての適

格性をもつ者を都立学校長及び区市町村教育委員会から推薦を受け、教職員研

修センターが適格性を判断し、認定講師として認定する。 

(ｲ) 派遣 

校内研修や区市町村教育委員会等が主催する研修では、認定講師の派遣を、認

定講師の所属長宛てに依頼することができる。 

(ｳ) 報告 

認定講師は、研修終了後、所属長へ訪問報告書を提出し、所属長は、教職員研

修センターへ提出する。 

また、年２回、同様に活動報告書を提出する。 

 

(5) 教員研修の動画配信 
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ア 目的 

教員の自己啓発支援、校内研修の充実によるＯＪＴの推進及び通所研修の協議、

演習型への質的転換を図る。また、産休・育休中の教員、休職中の教員及び島しょ

地区の学校に勤務する教員の自己啓発支援を図る。 

イ 対象 

東京都の公立学校の全教職員 

ウ 内容 

幼児教育との接続とスタート・カリキュラムについて、よりよい授業づくりのた

めに、学習状況の適切な評価と指導の改善、教育における合理的配慮について 等 

 

(6) 教育課題に対応した研究及び研究成果の活用 

ア 教育課題研究 

「東京都教育施策大綱」や「東京都教育ビジョン（第５次）」を踏まえ、東京都

教育委員会の教育目標や基本方針に示された教育課題の解決に資する研究を行う。 

また、研究紀要や指導資料等を作成し、ウェブページへ掲載するとともに、研究

発表会の開催や教科等・教育課題研修等での活用などを通して、研究成果の普及・

啓発を図る。 

令和５年度 研究主題 

特別支援教室及び通級による指導に関する研究（２年次） 
－発達の段階を踏まえた自立活動の指導の充実－ 

東京都における新たな授業モデルの研究（１年次） 

効果的な校内研修等の在り方に関する研究 

イ 人権教育 

(ｱ) 目的 

教育庁総務部、指導部等と連携しながら、人権教育の推進に資するための資料

等の収集・整備、研究成果や資料等の研修への活用により、人権教育の研究を推

進する幼稚園・こども園、学校への支援を行う。 

(ｲ) 内容 

① 人権教育資料センターにおける人権教育資料の収集と整備及び情報提供

を行う。 

② 人権教育に関する研修等において、人権教育の推進に資するＤＶＤ等や

研究成果・資料等を活用し、研修内容を充実させる。 

 

4 行政職員研修事業 
東京都教職員研修センターでは、教育庁事務局及び学校に勤務する新任から管理・監

督者までの行政系職員の局研修を企画・実施している。内容は、職層研修、職能研修、

課題研修などである。 
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令和５年度職員研修実施状況 

 

 

小中 都立 事務局

新任研修 ○ ○ ○ 495

○ ○ ○ 115

○ 129

○ 119

○ 141

（全2回） ○ ○ ○ 66

（全2回） ○ ○ ○ 67

（全1回） ○ ○ ○ 34

○ ○ ○ 131

○ ○ ○ 134

○ ○ ○ 173

○ ○ ○ 92

監督者研修 ○ ○ ○ 32

（全3回） ○ ○ 155

○ 117

〇 ○ eラーニング

○ 102

○ 35

○ －

○ －

○ ○ －

○ 51

○ 64

○ 52

○ 42

○ 69

○ ○ ○ 55

○ ○ ○ 251

（全10回） ○ ○ ○ 3,642

○ ○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ○ 208

○ ○ ○

小中学校事務職員研修Ⅲ

eラーニング
課題研修

契約事務

東京都のサイバーセキュリティ・個人情報保護

スキルアップ研修

５年度受講者数

東京都環境マネジメントシステム科研修

東京の様々な人権課題

研　修　名

人事考課基礎研修

学校司書研修

給与・旅費事務

コンプライアンス・人権問題（同和問題）

コンプライアンス推進研修

「東京の防災対策」研修

コンプライアンス・人権問題

業績評価等

看護職員研修

社会教育主事等研修　※生涯学習課実施

図書館司書等研修　※中央図書館実施

文書事務・情報公開・個人情報保護

栄養士等研修　※義務教育課等実施

学事事務（高校）

施設管理事務

財産管理事務

採用２年目研修（文書の書き方研修）

採用３年目研修（教育行政課題研修）

採用４年目研修

文章作成技法Ａ

主任研修（新任）

課長代理・経営企画室長研修(新任)

対　　象

職
層
研
修

現任研修

管理者研修

新任職員研修Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ　　

転入職員研修

小中学校事務職員研修Ⅰ

小中学校事務職員研修Ⅱ

採用２年目研修（説明の仕方研修）

採用２年目研修（資料の作り方研修）

職
能
研
修

専門実務研修

一般実務研修 予算事務

障害者差別解消等に関する研修

人権問題研修
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5 次代を担う人材の育成 

(1) 東京教師養成塾 

ア 目的 

教員を養成している大学、区市町村教育委員会及び学校経営支援センターと連

携して、実践的指導力や社会性を備え、即戦力として活躍できる教員を養成する。 

イ 対象 

東京教師養成塾連携大学として協定を締結している大学の３年生及び大学院生

150人以内。 

ウ 内容 

年間40日以上の特別教育実習、年間10回の教科等指導力養成講座を実施する。 

 

(2) 次世代リーダー育成道場 

ア 目的 

事前研修や海外留学・事後研修を通して、将来、様々な分野で活躍し、世界や日

本の将来を担う人材を育成する。 

イ 対象 

都立中学校、都立中等教育学校及び都立高等学校に在籍する生徒  150人以内 

ウ 内容 

事前研修で、英語力の向上、個人研究、日本の近現代史、伝統・文化に関する講

座等を実施し、海外で通用する英語力や広い視野、世界に飛び出すチャレンジ精神

等を育成した後、英語圏の国で約11か月の留学を行う。 

留学先では、ホームステイをしながら現地の高校に通学し、国際社会で活躍でき

る人材に必要な国際感覚やコミュニケーション能力を養う。 

また、留学後の事後研修として、成果報告会、個人研究の発表、英語能力試験等

を実施する。 

 

小中 都立 事務局

（全3回） ○ ○ ○ 51

（全3回） ○ ○ ○ 48

（全5回） ○ ○ ○ 96

（全5回） ○ ○ ○ 86

（全1回） ○ ○ ○ 16

（全1回） ○ ○ ○ 19

6,887

対　　象
５年度受講者数

パソコン研修－ＥｘｃｅｌＶＢＡ－

パソコン研修－Ｅｘｃｅｌ応用－

パソコン研修－Ａｃｃｅｓｓ－

パソコン研修－Ｗｏｒｄ活用－

研　修　名

パソコン研修－Ｅｘｃｅｌ基礎－

合　　　計

パソコン研修

パソコン研修－ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ－
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第5 東京都教育相談センター 
 

1 事業方針 

学校及び家庭における幼児、児童、生徒等の教育についての相談を実施し、もって

東京都における学校教育及び家庭教育の充実及び振興に寄与する。以上の目的を達

成するため、次の事業を行う。 

ア 都民に対する教育相談の実施に関すること 

イ 教育相談に係る専門的事項の調査研究に関すること 

ウ 学校及び家庭における教育の支援に関すること 

エ 相談事業を実施する東京都の他の機関並びに区市町村教育委員会との連携事業

の実施に関すること 

オ 区市町村教育委員会が実施する相談事業への支援に関すること 

カ 上記以外で、目的を達成するために必要な事業 

 

2 主要事業 
(1) 相談事業（幼児から高校生相当年齢までの子供が対象） 

ア 電話相談 

(ｱ) 教育相談一般 

子供、保護者等から寄せられる教育に関する相談を受け、共に考えることで不

安・悩みの軽減を図るとともに、助言・他機関の紹介、来所相談受付等を行う。 

相談内容････いじめ、友人関係、学校生活、不登校、子育ての悩みや不安、家

族関係、発達障害、自傷行為、家庭内暴力、体罰、ヤングケアラ

ーに起因する問題などの相談 

(ｲ) 高校進級・進路･入学相談 

子供、保護者等から寄せられる都立高等学校への進級･進路･入学に関する相

談を受け、助言、情報提供、資料発送、来所相談受付等を行う。 

(ｳ) 通訳を介した外国人児童・生徒の高校等進路相談・教育相談 

児童・生徒及びその保護者に対し、子供の教育に関わる相談及び高校進級・進

路・入学等に関する情報提供等を行う。日本語を十分に話すことが困難な外国

人の子供、保護者等からの相談に対応するため、毎週金曜日の午後１時から

午後５時まで英語、中国語、韓国・朝鮮語の通訳を介した相談を受け付けて

いる。 

イ 来所相談 

(ｱ) 教育相談一般 

子供、保護者等を対象に教育に関する相談を受け、心理職等の職員が継続的な

相談等を行い、解決に向けての支援を行う。 

(ｲ) 高校進級・進路･入学相談 

子供、保護者等を対象に都立高等学校入学及び進路変更等に伴う転学や編入
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学に関する情報提供等を行う。チャレンジスクールをはじめとする都立高等学

校の特色の紹介、情報提供等、進路に係る相談を行う。年16回程度、「土曜来所

相談」を実施している。 

(ｳ)  通訳を介した外国人児童・生徒の高校等進路相談・教育相談 

日本語を十分に話すことが困難な外国人の子供、保護者等からの相談に対応

するため、英語、中国語、韓国･朝鮮語の通訳を介した相談を行う。 

ウ メール相談 

子供や保護者等から電子メールで寄せられる教育に関する相談について対応す

る。 

エ ＳＮＳ等教育相談 

都内在住又は在籍の小学生、中学生及び高校生（相当年齢）の子供本人からの教 

育相談に、ＳＮＳ等を活用し対応する。 

 

(2) 青少年リスタートプレイス事業・思春期サポートプレイス事業 

「青少年リスタートプレイス」では、高等学校を中途退学、又は就学経験のない方

及び不登校の状態にある方や登校しぶりの方等とその保護者を支援している。 

「思春期サポートプレイス」では、主に学齢期・思春期の不登校やひきこもり状態

にある方について、学校復帰や社会参加に向けて、心理や医療の専門家を交え共に考

える場を保護者に提供している。 

ア 青少年リスタートプレイス 

(ｱ) リスタート登録 

継続的な支援を希望する方からの登録（リスタート登録）を受け付け、進路

に関する情報や事業案内等を定期的に発信する。    

(ｲ) 就学サポート 

現にいずれの学校にも籍を有していない方の進路実現を図るため、青少年リ

スタートプレイス登録者であり、現在どの学校にも籍がない子供本人に対して、

進路に関する面接を計画的・継続的に行い、都立高等学校等への就学に向けた支

援を行う。 

(ｳ) リスタートのための学校説明会 

年３校程度、特色のある教育課程を実施している都立高校（チャレンジスクー

ルや昼夜間定時制、通信制等）の説明会を開催する。 

   イ 思春期サポートプレイス 

(ｱ) 思春期サポートプレイス講演会 

不登校やひきこもりの状態にある子供の学校復帰や社会参加に資するテーマ

で年３回、都内在住、在勤、在学の方を対象に開催する。 

(ｲ) 思春期サポートプレイスグループミーティング 

当センターの心理職を交えて、保護者同士が体験や気持ちを共有し、子供の学

校復帰、社会参加に向けて話し合うグループミーティングを開催する。リスター
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ト登録をした方及び当センターの来所による教育相談を利用されている方の中

から、対象となる方に御案内する。 

 

(3) 学校等支援事業 

ア 教職員等からの相談 

教職員等からの児童・生徒等の理解と対応や教育相談の推進等に係る相談を電

話及び来所相談等で受け、その問題解決に向けて助言等支援を行う。 

イ 学校等への派遣 

所員及び専門家アドバイザリースタッフ（心理の専門家等）の派遣 

① 一般訪問：いじめ、不登校、集団不適応等の未然防止及び対応のため、児童・

生徒の面接及び事例検討並びに研修を行うため派遣する。 

② 緊急支援：児童・生徒等に関わる事件・事故が発生した際に、幼児、児童・

生徒、教職員及び保護者の心のケアと学校（園）における日常性

を取り戻すため学校等に派遣し支援を行う。 

ウ 都立学校教育相談担当者連絡会 

都立学校教職員の教育相談に関する資質向上及び学校の教育相談活動等の充実

に向けて、都立学校教育相談担当者連絡会を実施する。 

エ 区市町村連携（教育相談主管課長連絡会、教育相談担当者連絡会） 

東京都における教育相談のより一層の充実、振興に資するため、各区市町村立教

育相談所（室）及び教育支援センターとの連携、協力を推進する。 

 

(4) 学校問題解決サポートセンター 

多様化・複雑化する、保護者や地域住民の要望への対応など、学校だけでは解決困

難な問題に対して、公平・中立の立場でその解決に向けて助言を行う。 

また、学校の管理職等対象の講演会等を開催し、学校問題の未然防止及び学校の初

期対応能力の向上を図る｡ 

ア 相談事業 

(ｱ) 電話相談  

学校等及び保護者等からの相談を受け、所員が助言をする。 

(ｲ) 専門家等からの助言 

相談を受けた案件のうち必要に応じて、専門家等の助言を受け、回答する。 

※ 専門家等：弁護士、精神科医、公認心理師等、警察職員経験者、行政書士、

スクールソーシャルワーカー、民生児童委員代表、保護者代表 

(ｳ) 第三者的機関としての解決策提示 

当センターが学校等だけでは解決困難と判断した案件について、当事者双方

の合意の下、それぞれの意見を聴取した上で、専門家等で構成するケース会議に

おいて解決策を協議し提示する。 
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 (ｴ) ｢いじめ等の問題解決支援チーム」 

いじめや児童・生徒等に関わる問題について、迅速かつ適切に対応するため、

学校や教育委員会等からの相談に応じ、少人数の専門家等による「いじめ等の問

題解決支援チーム」により、機動的かつ早期の問題解決を図る。 

イ 学校問題の未然防止及び初期対応能力の向上 

(ｱ) 学校経営支援センター学校経営支援主事及び区市町村教育委員会指導主事等対象

の連絡会の実施 

学校問題の未然防止及び早期解決に役立つ情報を提供し、学校経営支援センター

及び区市町村教育委員会との連携強化を図る。 

(ｲ)  専門家による管理職及び教職員等対象の講演会の実施 

学校問題の未然防止及び学校の初期対応能力の向上を図るため、管理職及び教職員

等を対象として専門家等による講演を行う。 

(ｳ) 管理職等対象の個別相談会の実施 

学校等からの学校問題に関する相談に対し、専門家等が助言を行う。 

(ｴ) 学校及び教育委員会等主催の講演会及び研修会等への講師派遣 

学校問題の未然防止及び初期対応能力向上のための講演会及び研修会等に、

要請に応じて所員又は専門家等を講師として派遣する。 
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3 東京都教育相談センターにおける相談事業等実施状況 

（令和５年度） 

 
(1) 相談総数 

相談方法別相談総数                 （単位：回） 

相談方法 相談総数 

電話相談 25,962 

来所相談 
5,875 

（962 件） 

メール 327 

ＳＮＳ相談 6,394 

計 38,558 

 (注) 相談総数は延べ回数であり、( )内は相談件数である。 

 

ア 電話相談 

(ｱ) 相談内容別相談数（上位10項目）         （単位：回） 

相談内容 相談数 

家族関係 3,545 

高校入学 2,354 

不登校 1,812 

友人関係 1,696 

高校転編入 1,660 

学校・教師への苦情 1,631 

その他（分類不能） 1,530 

いじめ 1,385 

子供の問題以外の相談 1,298 

学校・教師との関係  1,006 
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(ｲ) 相談者別相談数                 （単位：回） 

相談者 相談数 割合 

保護者 17,928 69.0%  

子供 4,269 16.5% 

その他 3,765 14.5% 

計 25,962  100.0%  

 

 (ｳ) 相談年齢段階別相談数              （単位：回） 

年齢段階 相談数 割合 

就学前 933 3.6% 

小学生 5,490 21.1% 

中学生 8,349 32.2% 

高校生 7,736 29.8% 

高校中退 198 0.8% 

その他 3,256 12.5% 

計 25,962 100.0% 

 

イ 来所相談 

(ｱ) 相談内容別相談数（上位５項目）         （単位：件） 

相談内容 相談数 

高校入学 370 

不登校 190 

高校転編入 144 

情緒不安定 45 

発達障害（疑いを含む） 43 

 

(ｲ) 相談者別相談数                 （単位：回） 

相談者 相談数 割合 

保護者 3,562 60.6% 

子供 2,167 36.9% 

その他 146 2.5% 

計 5,875 100.0% 
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(ｳ) 相談年齢段階別相談数              （単位：件） 

年齢段階 相談数 割合 

小学生 26 2.7% 

中学生 255 26.5% 

高校生 442 46.0% 

高校中退 104 10.8% 

その他 135 14.0% 

計 962 100.0% 

 

ウ メール相談 

(ｱ) 相談内容別相談数（上位５項目）         （単位：回） 

相談内容 相談数 

学校・教師への苦情 82 

いじめ 28 

不登校 23 

学校・教師との関係 20 

子供の問題以外の相談 18 

 

(ｲ) 相談者別相談数                 （単位：回） 

相談者 相談数 割合 

保護者 158 48.3% 

子供 105 32.1% 

その他 64 19.6% 

計 327 100.0% 

 

(ｳ) 年齢段階別相談数                （単位：回） 

年齢段階 相談数 割合 

就学前 15 4.6% 

小学生 105 32.1% 

中学生 101 30.9% 

高校生 92 28.1% 

その他・不明 14 4.3% 

計 327 100.0% 

(注) その他・不明には高等学校中退を含む。 
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エ ＳＮＳ等による教育相談 

(ｱ) 相談内容別相談数（上位５項目）         （単位：回） 

相談内容 相談数 

情緒不安定 1,454 

友人関係 1,231 

家族関係 581 

その他（分類不能） 454 

いじめ 317 

 

(ｲ) 相談者別相談数                 （単位：回） 

相談者 相談数 割合 

小学生 1,905 29.8% 

中学生 2,059 32.2% 

高校生 2,130 33.3% 

その他・不明 300 4.7% 

計 6,394 100.0% 

(注) その他・不明には高等学校中退を含む。 

 

(ｳ) 男女別回数                （単位：回） 

相談者 相談数 割合 

男 692 10.8% 

女 5,302 82.9% 

その他・不明 400 6.3% 

計 6,394 100.0% 

 

(2) 青少年リスタートプレイス事業 

ア リスタート登録 118人登録 

イ 就学サポート 子供を対象に８人支援、延べ70回実施 

 

(3) 思春期サポートプレイス事業 

ア 講演会、保護者を対象に３回開催、延べ168人参加 

イ グループミーティング、保護者を対象に８回開催、延べ37人参加 
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(4) 学校等支援事業 

ア 教職員等からの相談 

(ｱ) 相談数 817回 

(ｲ) 相談内容別相談数（教育相談上位５項目）     （単位：回） 

相談内容 相談数 

学校教育相談の推進 133 

相談の問合せ 82 

自殺・自殺念慮 40 

不登校 33 

情緒不安定 33 

 

イ 学校等への派遣 

所員及び専門家アドバイザリースタッフ（心理の専門家等）の派遣 

① 研修・事例検討等172人 緊急支援292人 計464人（延べ派遣人数） 

② 校種別派遣数（研修・事例検討会等のみ）    （単位：回） 

校種 派遣数 割合 

小学校 15 8.7% 

中学校 ０ ０% 

高等学校 72 41.9% 

特別支援学校 10 5.8% 

教育委員会等 75 43.6% 

計 172  100.0% 

 

 

ウ 都立学校教育相談担当者連絡会 ４回開催、計105人参加 

 

エ 区市町村連携 

(ｱ) 教育相談主管課長連絡会 １回開催 

(ｲ) 教育相談担当者連絡会 １回開催 
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(4) 学校問題解決サポートセンター相談 

ア 電話相談 

(ｱ) 相談方法別相談総数               （単位：回） 

相談方法 相談数 

電話相談 
1,238 

(1,143件) 

 (ｲ)  学校・教員への苦情（646回）の主な内訳      （単位：回） 

相談内容 相談数 

教職員言動 495 

管理職言動 148 

生活指導 34 

教育委員会言動 34 

部活動指導 18 

学習指導 11 

 (ｳ) 相談者別相談数                 （単位：回） 

相談者 相談数 割合 

保護者 946 76.4% 

学校 57 4.6% 

本人 40 3.2% 

家族・親族 27 2.2% 

教育委員会 

学校経営支援センター 
2 0.2% 

関係機関 11 0.9% 

その他・不明 155 12.5% 

計 1,238 100.0% 
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(ｴ) 校種別相談数                  （単位：回） 

校種 相談数 割合 

就学前 19 1.5% 

小学校 415 33.5% 

中学校 231 18.7% 

高等学校 370 29.9% 

特別支援学校 36 2.9% 

その他・不明 167 13.5% 

計 1,238 100.0% 

 

(ｵ) 専門家等からの助言 ２件 

(ｶ) 第三者的関としての解決策の提示 ０件 

(ｷ) いじめ等の問題解決支援チームの対応 11件 

 

イ 学校問題の未然防止及び初期対応能力の向上 

(ｱ) 学校経営支援センター学校経営支援主事及び区市町村教育委員会指導主事等

対象の連絡会 ２回開催 

(ｲ) 管理職等対象の講演会 １回開催 

(ｳ) 管理職等対象の個別相談会 （令和５年度は実施なし） 

(ｴ) 学校等主催の講演会及び研修会等への講師派遣 24回派遣 
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第6 社会教育施設 

 

1 東京都立中央図書館 

(1) 所蔵資料（令和６年３月31日現在） 

図書228万7,001冊（特別文庫室資料24万3,717点）、新聞1,204種、雑誌6,502種 

 

(2) 事業の概要 

都立図書館（中央・多摩）は、組織的・機能的に一体的な運営を行い、都民サービ

スの充実向上に努めている。その中で中央図書館は、都立図書館の中心館として①都

民及び利用者への高度・高品質な情報サービスの提供、②広範にわたる資料収集及び

長期的保存、③都内公立図書館及び学校等への協力支援を行っており、令和５年度末

に策定した３か年計画「都立図書館実行プラン2024-2026」に基づき事業を実施して

いる。 

 

ア 資料の収集と整理（令和５年度） 

都立図書館の資料は、１点収集を原則とし、中央図書館が収集整理業務を行ってい

る。 

(ｱ) 収集 

① 図書            （単位：冊） 

区分 
情報サービス資料 

（中央・多摩図書館） 

購入 
     34,890 

(6,680) 

受贈 
7,527 

(157) 

その他 

（自館製作等） 

19 

(0) 

計 
42,436 

(6,837) 

(注） (  ）内は外国語資料で内数、年鑑年報を含む。 
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② 逐次刊行物 

区分 年鑑 
（単位：冊） 

新聞 
  （単位：部） 

雑誌 
（単位：種） 

中央 多摩 中央 多摩 

購入 
1,355 

(125) 

125 

(20) 

35 

(2) 

798 

(55) 

2,983 

(353) 

受贈 
2,678 

(32) 

244 

(6) 

47 

(1) 

1,011 

(11) 

2,928 

(81) 

計 
4,033 

(157) 

369 

(26) 

82 

(3) 

1,809 

(66) 

5,911 

(434) 

(注） (  ）内は外国語資料で内数 

 

(ｲ) 整理                     （単位：冊） 

資料種別 和図書 海外資料 年鑑年報 計 

整理冊数 35,602 7,225 4,470 47,297 

 

イ サービス事業（令和６年３月31日現在）                                                                  

(ｱ) 入館者数 

開館日数327日、入館者数22万2,563人、１日平均681人であった。 

(ｲ) 利用状況 

① 閉架図書の利用冊数は16万5,844冊。資料の複写は77万7,301枚。レファレン

ス件数は、口頭1万5,399件、電話2万2,431件、ファクシミリ２件、文書748件、

電子メール2,490件、合計4万1,070件、１日平均126件であった。 

なお、案内スタッフによる書架案内などの簡易な応対を合わせた総件数は5

万752件であった。 

② 特別文庫室 

閲覧者数751人、閲覧冊数4,646冊、複写利用281件1,001冊 

③ 音声・映像コーナー 

利用者数453人、利用資料820点 

(ｳ) 政策立案支援サービス 

レファレンス件数3,036件、都庁内貸出冊数1,024冊 

(ｴ) 視覚障害者等サービス 

登録利用者290人、登録音訳者81人、対面音訳利用者延べ372人、対面音訳時間

1,443時間。録音テープ、デイジーの貸出し3,740タイトル。デイジー図書の作

成35タイトル、点訳図書の貸出し120タイトル、図書の点訳作成６点、テキスト

データの作成７点。 

音訳者の技術向上のため、音訳者講習会を２回開催した。 
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(ｵ) 協力支援事業 

協力車等により、都内公立図書館へ6万682冊の図書（都立多摩図書館所蔵

分を含む。）の協力貸出しを行うとともに、東京都立図書館統合検索により、

相互貸借を促進した。 

 

(ｶ) 学校支援事業 

① 学校レファレンス支援サービス（都立多摩図書館分を含む。） 

レファレンス件数26件、子供の読書に関する相談29件 

② 中学校、高等学校の生徒受入れ 

職業インタビュー２校5人、職場体験等５校15人、校外学習６校696人、 

③ 講師派遣 

「次世代リーダー育成道場」事前学習等３回401人、教職員研修１回116人 

 

ウ 広報・広聴 

(ｱ) 都立図書館ホームページの運用 

トップページへのアクセス件数 75万12件 

(ｲ) ソーシャルメディアの活用 

東京都 X（旧 Twitter）アカウント「東京都 子供・教育」（令和５年２月８

日に東京都立図書館Twitter（平成23年11月９日開始）を統合） 

東京都立図書館Facebook（平成23年12月21日開始） 

(ｳ) チャットボットの活用 

利用状況 12,713ルーム数（令和4年１月12日開始） 

(ｴ) 事業概要（令和５年度版）の発行 

 

エ 研修 

(ｱ) 実務研修 

都立図書館職員：初任者（新任・転入・会計年度任用）研修 

(ｲ) 専門研修 

図書館職員のサービス技術の一層の向上を図るため実施した。 

① 都立図書館職員対象：職員研修（「データベース入門-図書館情報システム 

を知る-」） 

② 都内公立図書館職員等対象：情報サービス研修、障害者サービス研修、資

料保全（製本）研修、講師派遣 

(ｳ) 派遣研修 

都立図書館が取り組むべき運営・サービスの円滑な実施や改善を目指すため、

国や民間専門機関等が実施する各種の専門研修に司書職員を派遣した。 

(ｴ) 実習・インターンシップの受入れ 
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司書資格取得のために必要な「図書館実習」に相当する科目を履修する学生

４人を実習生として受け入れた。 

 

オ 資料検索 

(ｱ) 東京都立図書館蔵書検索 

都立図書館２館（中央・多摩）の所蔵資料を検索することができる。 

検索回数1,031万887件 

(ｲ) 東京都立図書館統合検索 

都内の公立図書館や国立国会図書館等の所蔵資料に加え、論文・雑誌記事や

都立図書館のデジタル資料などを横断的に検索することができる。 

検索回数207万6,608件 

 

2 東京都立多摩図書館 
(1)  所蔵資料（令和６年３月31日現在） 

図書54万5,074冊（山本有三文庫資料１万3,560冊を含む。）、新聞195種、雑誌２万

213種 

 

(2) 事業の概要 

多摩図書館は、雑誌の特性を活かしたサービスを行う「東京マガジンバンク」と児

童・青少年資料サービスの事業を中心に展開している。 

 

ア サービス事業（令和６年３月31日現在） 

(ｱ) 入館者数 

開館日数327日、14万2,379人、１日平均435人 

(ｲ) 利用状況 

閉架資料の利用冊数は14万4,432冊（図書3万4,176冊、雑誌11万256冊）、 

資料の複写は15万6,434枚。レファレンス件数は、口頭1万839件、電話7,112

件、ファクシミリ１件、文書404件、電子メール498件、合計１万8,854件で、

１日平均58件。資料の複写は15万6,434枚。 

(ｳ) 視覚障害者等サービス 

登録利用者104人、登録音訳者17人。対面音訳利用者延べ356人、対面音訳

時間1,025時間。録音テープ3タイトル3巻、デイジー資料1,274タイトル

1,274枚を貸し出した。デイジー図書18タイトルを作成した。 

(ｴ) 政策立案支援サービス 

レファレンス件数130件、都庁内貸出冊数68冊 

(ｵ) 学校支援事業 

① 児童・生徒の受入れ 
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職場体験等４校28人、校外学習10校276人 

② 選書支援、出張おはなし会等の支援 

中学校１校、高校４校、特別支援学校 20校 

③ 学校支援のための冊子等の提供 103部  

④ 講師派遣 ５回 

⑤ 教職員見学会の受入れ １校７人、１区16人  

 

イ 研修 

都内公立図書館職員等を対象に児童図書館専門研修Ⅰ、Ⅱ及び音訳者講習会 

を実施した。 

  

 

3 ユース･プラザ 
ユース・プラザは、子供・若者の自立と社会性の発達を支援し、子供・若者が多くの

人々と直接的な交流ができる機会と場とを提供すること及び生涯学習の振興のため、広

く都民に文化・学習活動、スポーツ活動や野外活動の機会と場とを提供することを目的

とする施設である。 

 

(1) 東京スポーツ文化館 

区部に設置するユース・プラザは、文化・スポーツ型施設とし、子供・若者を中心

として、多くの都民が文化・芸術活動やスポーツ活動を通して、交流、学習、研修活

動など多様な活動を行う文化・スポーツの拠点とする。 

 

ア 施設の提供 

開館日数  360日 

（休館日４月10日（月）、６月12日（月）、９月11日（月）、12月11日（月）、

３月30日（土）） 

 

イ 施設利用者数（令和５年度） 

(ｱ) 宿泊施設 

宿泊者数（延べ人数） 46,477 人 

 少年 17,900 人 

内訳 青年 5,858 人 

 一般 22,719 人 

(ｲ) スポーツ施設 

利用者数（延べ人数）203,175 人 

※文化・スポーツ教室、社会教育事業、フットサルコートでの利用者
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を除く｡ 

内訳 

団体利用人数 135,561 人 
青少年 

一  般 

96,750 人 

38,811 人 

個人利用人数 67,614 人 
少  年 

青年＋一般 

13,454 人 

54,160 人 

(ｳ) 文化学習施設 

利用者数（延べ人数） 35,726 人 

内訳 
青少年 

一般 

18,173 人 

17,553 人 

(ｴ) その他の事業の利用者・参加者等 

社会教育事業 

（実人数） 

94 人と 

9グループ 

・チャレンジ・アシスト・プログラム 

・社会をつくる若者のチカラ 

・中高生世代向けAIプログラミング講

座 

・社会教育団体のプラットフォーム構

築事業 

・高校生世代チャレンジプログラム 

文化・スポーツ教室 

（延べ人数） 
13,882 人 フィットネス・アーチェリー・プール等 

フットサルコート 

（延べ人数） 
44,150 人  

(注) 内訳の区分は、利用料金の区分による。 

少年：学齢１年前の方、小学校の児童及び中学校の生徒 

青年：中学校卒業以上で22歳以下の方及び大学生 

一般：青年以外の成人 

 

ウ ユース・スクエアの運営 

活動の相談、情報の提供、情報誌の発行、利用者団体による発表・交流会の場の

提供、活動支援プログラムの提供、ボランティアの育成と活用 

 

(2) 高尾の森わくわくビレッジ 

多摩地域に設置するユース・プラザは、野外活動型施設とし、多摩地域の自然環境、

野外施設等を生かした多様な体験学習活動や交流を行う拠点とする。 

 

ア 施設の提供 

開館日数 365日 
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イ 施設利用者数（令和５年度） 

(ｱ) 宿泊施設 

宿泊者数（延べ人数）30,555 人 

内訳 

少年 

青年 

一般 

15,858 人 

6,471 人 

8,226 人 

(ｲ) テントサイト 

テント宿泊者数（延べ人数） 622 人 

内訳 

少年 

青年 

一般 

434 人 

42 人 

146 人 

 (ｳ) 活動施設（文化学習施設、野外活動施設、スポーツ施設） 

利用者数（延べ人数） 96,364 人 

内訳 

少年 

青年 

一般 

41,988 人 

14,523 人 

39,853 人 

 ※うち、3,945人が新型コロナワクチン接種に伴う利用者 

(ｴ) その他の利用者・事業参加者等 

社会教育事業 

（実人数） 
244人 

・わくわくの森キャンプ 

・わくわくの森YOUTH CAMP 

・ひとり親家庭のための（A）1DAY キャン

プ （B）わいわい１泊会 

・青少年指導者のためのスキルアップ講座 

・里親家庭のためのエンジョイファミリー

デイキャンプ 

・ミート＆グリート 

・探ＱプジェクトⅠ（わくわくビレッジを

テクノロジーでハックしよう！） 

・探ＱプロジェクトⅡ（デイキャンプ （A）

プロジェクトキャンプ編 （B）楽しもう編） 

・移動式 冒険遊び場 

文化・スポーツ教室 

（延べ人数） 
178人  

(注) 内訳の区分は、利用料金の区分による。 

少年：小学校入学１年前の方、小学校及び中学校の生徒 

青年：22 歳以下及び大学院生を除く学生で少年以外 

一般：少年及び青年以外の成人 

 

ウ ユース・スクエアの運営 

活動の相談、活動情報の提供、利用者相互の交流促進（わくわくフェスティバㇽ

の開催、利用団体によるコンサート等）、ボランティアの育成と活用 
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エ 活動プログラム提供 

利用団体に対し、野外活動、アート・クラフト、レクリエーション・スポーツ 

等のプログラムを提供。104プログラム 2,499件 
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第7 文化施設 

 

1 東京都立埋蔵文化財調査センター 

(1) 概要 

東京都立埋蔵文化財調査センターは、埋蔵文化財の発掘調査に伴う出土品や調査記

録を適切に保存し、埋蔵文化財の調査研究、展示などの広報・普及活動を充実させる

ための施設として、昭和60年1月に設置された。一方、設置当初から施設の一部が東京

都埋蔵文化財センターの活動拠点として活用され、展示・文化財講演会活動など諸事

業についても同センターの協力を得て行われている。 

また、当施設の管理運営は平成18年4月から指定管理者制度が導入され、現在は公

益財団法人東京都教育支援機構へ委託している。 

 

(2) 事業 

ア 公開日等 

年中無休（年末年始及び展示替え、施設整備によるメンテナンスなどのための臨時

休館を除く。） 

公開時間：午前9時30分から午後5時まで 

（遺跡庭園は、11月から2月までは午前9時30分から午後4時30分まで） 

入館（園）料：無料 

 

イ 常設展示 

展示ホール（158㎡）及びエントランスホール、館内通路等を利用して、多摩ニュ

ータウン区域内からの出土品を中心に旧石器時代から近世に至る歴史を考古資料を

用いて概観するほか、毎年、企画性のある展示テーマを設定し展示を行っている。 

・令和５年度の常設展示テーマ：「丘陵人（おかびと）の宝もの 

～遺跡からみた多摩丘陵の歴史～」 

・令和５年度の企画展示テーマ：「多摩新街遺跡切抜帖-新聞にのった遺跡たち-」 

 

ウ 遺跡庭園「縄文の村」 

 （昭和62年4月開園、平成元年3月指定「東京都指定史跡」） 

縄文時代の代表的な集落遺跡である多摩ニュータウン№57遺跡を保存・整備し、公

開を行っている。園内には、縄文時代の竪穴住居3棟を復元して当時の姿を再現して

いるほか、縄文時代の多摩丘陵に自生していたと考えられる草木を植栽している。 

〔施設内容〕 

(ｱ) 植栽：約50種、6,000本 

(ｲ) 復元住居：3棟 

  ① 方形竪穴住居 （縄文時代 前期前半 約6,500年前） 

② 円形竪穴住居 （縄文時代 中期後半 約4,500年前） 
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➂ 柄鏡形敷石住居（縄文時代 中期後半 約4,500年前） 

(ｳ) 竪穴住居跡の模型 

 

エ 収蔵品の貸出し 

博物館や文化財関係機関等の要請に応じて、特別展示会等に貸出しをしている。 

 

オ センターにおける指定管理事業（令和５年度） 

行 事 名 回数 参加人数等 内 容 等 

展 示 年間 20,670 人 企画展示テーマ「多摩新街遺跡切抜帖」 

庭 園 公 開 年間  360 日 遺跡庭園「縄文の村」公開 

講 演 会 

イベント等 
12回 192 人 

・文化財講演会 
・企画展示解説会 
・学芸員ギャラリートーク 

体 験 教 室 等 24回 310 人 

・トンボ玉作り 
・縄文の糸作り 
・勾玉・耳飾り作り 
・縄文土器作り 
・縄文の布作り 

 

カ センターにおける東京都教育支援機構主催等事業（令和５年度） 

行 事 名 回数 参加人数等 内 容 等 

発 表 会 等 7回 343 人 ・発掘調査発表会 

体 験 教 室 等 - 147 人 

・考古学講座（１回） 
・自然観察会（２回） 
・映像上映会（２回） 
・親子縄文土器観察会（１回） 
・考古学相談室（通年） 
・自由研究相談室（夏休み） 

外 部 連 携 35回 1,668人 
・区市町・財団間連携事業 
・スタディーツアー 
・出前授業 

遺 跡 見 学 会 5回 410 人 遺跡調査の成果を地元住民に公開説明 

広 報 誌 4回 16,000 部 「たまのよこやま」133～136号の発行 

 

 

 

 


